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カジノありきの万博に反対する人びとの運動が続く 

万博アメリカ館のスポンサーにカジノ運営事業者  

 ４月１７日在日アメリカ大使館は、大阪関西万博の同国のパビリオンのスポンサーにつくことでネ

バダ州ラスベガスに本拠を置くカジノ運営事業者の「ＭＧＭリゾーツ・インターナショナル」と基本

合意書を交わしたことを明らかにした。同社の日本法人の「合同会社日本ＭＧＭリゾーツ」はオリッ

クス（株）との共同出資により大阪ＩＲカジノを事業目的として「大阪ＩＲ（株）」を設立、現在夢洲

のカジノ建設予定地を大阪市が費用負担した 790億円で土壌地盤整備対策工事を進めている。 

ギャンブル依存症「元通訳の事件」 マネーロンダリング捜査で発覚 

大リーグの日本人選手の元通訳が連邦検察に訴追された事件でのギャンブル依存症が注目された。

検察当局とＭＧＭ関係者との司法取引の過程で「元通訳の違法スポーツ賭博事案」が発覚した。 

 

ギャンブル依存症やマネーロンダリングに立脚したビジネスであるカジノに反対して、その前座や

露払い役として存在する２０２５年大阪関西万博の中止を求める大阪の市民と労働者による運動が絶

え間なく展開されている。その一端を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

施設の場所である大阪湾上の夢洲の土中の有害物質、地盤沈下、地震の液状化リスクの問題点は解

消されていない。そして大阪府と大阪市は２月、万博の誘致から開催まで府市が負担する総額を計

1325億円であることを公表した。このうち大阪市の負担額は約 748億円で 277万人市民 1人当たりの
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負担は約 2万 7000円となる。万博開催、開発プロジェクト優先の財政運営は市民に負担を強いる。 

 

１３万４，４０２筆の万博中止要請署名を提出 どないネット 

「大阪維新」による「大阪都構想」＝大阪市解体反対し、地下鉄・水道などの民営化、夢洲への万

博・カジノ誘致などに反対する情報発信を行ってきた市民団体の「どないする大阪の未来ネット（略

称 どないネット 大阪市北区天神橋 2-2-9プラネット南森町 8階）は２月９日午後、経産省・近畿

経済局を訪れ、全国から集まった１３４，４０２筆の「大阪関西万博の中止を求める要請署名」（オン

ライン署名 132,060筆 直筆 2,342筆）を提出した。 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 また署名提出に先立ち同日「どないする大阪の未来ネット」や「カジノを止める府民の会」などの市

民や労働者約４００名が参加して大阪市役所周辺でのアピール行動を行い、市役所周辺パレードに続き

市役所を囲むヒューマンチェーンを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾労働者 カジノ誘致の中止・撤回を申し入れ 

  

 

 

 

 

 

４月１１日全国港湾労働組合連合会（全港湾など７

組合で構成）の役員と「カジノに反対する大阪連絡会」

（労組・民主団体で構成）の代表が大阪市役所を訪問

して港湾労働者から集めた「カジノ計画の中止・撤回

を求める知事・市長に対する要請署名」13,591筆を含

む 24,026筆の署名を大阪府市ＩＲ推進局に提出した。 
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万博開催の中止を主張するものではないが、問題点を指摘する新聞の論説を紹介する。 

 

毎日新聞 ４月２３日 社説 大阪万博まで 1年 盛り上がらぬ理由直視を  

 

大阪・関西万博の開幕まであと 1年となった。にもかかわらず、国民は開催の意義を実感できず、盛

り上がりを欠いている。  

 

大阪府・市の調査によると、「万博に行きたい」という人はむしろ減っている。2022年度は全国で 41・

2％だったが、23年度には 33・8％に低下した。 

 

日本国際博覧会協会は前売り入場券を 1400 万枚販売する目標を立てているが、4 月 19 日時点で 155

万枚しか売れていない。 「体験したい」と思わせる魅力が伝わっていないのではないか。 

 

 前回の大阪万博が開かれた 1970 年当時、海外旅行は高根の花だった。紹介された最新の科学技術や

外国の文化は人々の好奇心をかき立て、高度経済成長の先にある明るい未来を予感させた。 

 

 半世紀たった今、事情は大きく異なる。気候変動など経済成長の負の側面が深刻化している。インタ

ーネットで世界中がつながる一方、人工知能（AI）や生命科学など、技術の進歩そのものに不安を覚え

る人も多い。 

 

 人口が減少し、低成長が常態化する中、大型イベントを起爆剤に経済活性化を図る手法への懐疑的な

見方が広がっている。  

 

今回の万博も旧来型の発想で誘致された。カジノを含む統合型リゾート（IR）開発との相乗効果を期

待して、大阪を拠点とする日本維新の会が打ち出したものだ。  

 

開催ありきで進められた結果、理念が後付けになった感は否めない。「いのち輝く未来社会のデザイ

ン」というテーマは抽象的で、メッセージが分かりにくい。 

 

 費用もかさんでいる。会場建設費は当初の 1250 億円から最大 2350 億円と 1・9 倍に膨らんだ。運営

費も 1・4倍増の 1160億円となった。  

 

建設費の 3分の 2は国と大阪府・市が税金で負担する。運営費の多くは入場料収入で賄われるが、赤

字になれば誰かが穴埋めしなければならない。物価高が続く中、これ以上国民に負担を強いることは許

されない。 

 

 今、万博に求められるのは、先行きが不透明な時代における羅針盤としての役割だろう。開催するの

であれば、固定観念にとらわれず、新たな価値観と出会える場にすべきではないか。 
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新・市政改革プランの基本的考え方 民間にできることは民間に委ねる  

 2024年 2月に発表された今後 4年間の大阪市の行財政運営の基本プランのあたる「新・市政改革プラ

ン」（素案）では更なる公的セクターの縮小と公務員の削減が計画されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「改革プラン」では「職員数の削減」と「外郭団体数の削減」そして「市債残高の削減」を市政改革

の成果として打ち出している。今後の取組方針のトップに「官民連携の推進」を据えて、「民間にできる

ことは民間に委ねる」をキャッチフレーズにして「普通ごみ以外の収集業務の全面委託化」を実施する

ことを打ち出した。また「技能労務職員においては災害時対応などの公の責任を果たす」と述べながら

も「委託化、効率化を図りながら削減を進める」としている。 

 

３月２日大阪市中央区内で「どないする大阪の未来ネット」「フューチャーおおさか」「大阪モニ太」 

「サポセン大阪」の共催により「大阪市政改革プラン（素案）」の学習会を 52名の参加で開催し、パブ

リックコメントに質問・意見を提出し「大阪市の考え方」を言質化する取組みを進めている。 

 

市民連合（安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合）のウエッブサイトの「ひろば」2023.11

に「大阪地方自治研究センター」の山口勝巳さんが「『維新』とは何か」と題する論考を寄せている。 

 

 「解体される大阪のコモンズ」の章で「都市インフラや保健医療、教育・福祉などの社会的共通資本

の大切さ化が再認識されている。とくにエッセンシャルワーカーといわれる人的資本の確保が重要であ

り、これらは人材育成も含めて公的セクターに確保される必要がある。公務員は減らせばいい、必要な

ら市場から調達すればいい、といった考え方はもはや時代遅れである」と論じる。 

（資料１）これまでの市政改革の成果 
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総会記念講演「人類館事件をとおして大阪万博の本質を考える」講師 丹羽雅雄弁護士 

会員・非会員を問わずご参加いただけます。多数のご参加をお待ちしております。 
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会員でない方も新たな会員としてご加入いただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


